
  

 
 
 
 
 

平成２４年１０月２２日 
就  職  問  題  懇  談  会 

 
 
 

大学、短期大学及び高等専門学校卒業・修了予定者 
に係る就職について（申合せ） 

 
 
 
大学、短期大学及び高等専門学校（以下「大学等」という。）は、学生に高い学力と 

豊かな人間性を身につけさせた上で卒業生・修了生として、グローバル化をはじめ複雑 
多様化した社会に送り出すという、本来果たすべき社会的使命と責任を十分に認識し、 
その責務を果たすため、就職活動の秩序を維持するとともに、正常な学校教育と学生の 
学修環境を確保することが重要である。 
この度、国公私立大学等で構成する就職問題懇談会は、こうした大学等の社会的責任 

を全うするとともに、学生がその個性や適性とともに大学等で身につけた資質能力を十 
分に 生かして 、社会に 貢献する ことので きる適切 な職業選 択を行う 機会を確 保するた 
め、また高等学校卒業予定者の就職活動にも配慮し、平成２５年度以降卒業・修了予定 
者の就職活動について、下記のとおり申し合わせる。各大学等においては、全教職員が 
協力し、全学的にこれを実行することを確認する。 
各大学 等におい ては、大 学等関係 団体 の総 意である 「要請書 」の目指 すところ をあ 

らためて 確認し、 学生の健 全な学修 環 境を確 保するた め、足並みをそろ え、良識 のあ 
る 対応・行 動の徹底 をお願い する 。特 に、学生 の勤労観 ・職業観 の育成等 の取組を 行 
う ため、企 業関係者 の協力を 求める場 合は、企 業の採用 活動とは 切り離し た形での 特 
段の教育 的配慮を もって行 動するよ う お願い する 。 

 

記 
 

１．就職・採用活動の早期化是正について 
 

（１）就職・採用活動の早期化是正について 
学校教育上重要な時期である卒業・修了年次当初及びそれ以前は、学内及び学外 

で企業が実施する採用選考のための「企業説明会」（名称に関わらず、実質的に採 
用選考のための説明会を指す。）に対して会場提供や協力を行わない。 
一方で、企業の採用情報等の発信を目的とした採用広報のための説明会等を大学 

等の協力の下に実施する場合は、参加の有無がその後の選考に影響しないことを学 
生に対して明示する。さらに、卒業・修了前年度の３月より前に行う企業の活動に 
ついては、採用に直結しない、学生の職業観や勤労観の育成を図るための業界研究 
や企業研究に資する企業の一般的な広報活動であることの確認をすること。 
これらの趣旨を踏まえ、学生に対する就職指導を適切に行う。 

 

（２）学校推薦の取扱いについて 
学校推薦は、原則として７月１日以降とする。 

 

（３）正式内定開始について 
正式内定日は、１０月１日以降である旨学生に徹底する。正式内定に至るまでの 



  

 
間においては、複数の内々定の状態が継続しないよう、学生を指導するとともに、 
９月３０日以前の内々定は学生を拘束しないものである旨徹底する。 

 

２．就職・採用活動の公平・公正の確保について 
 

（１）学生の応募書類について 
学生の応募書類は、「大学等指定書類（『履歴書・写真・自己紹介書』、『成績 

証明書《卒業見込証明書を含む》』）」とし、企業に対して、就職差別につながる 
恐れのある項目を含む「会社指定書類」《エントリーシート等を含む》、「戸籍謄 
（抄）本」、「住民票」等の提出を求めないよう要請する。 

 

（２）男女雇用機会均等について 
採用活動は、男女雇用機会均等法及びその指針の趣旨に則って行われるべきであ 

り、その旨を企業側に徹底するよう要請する。特に、総合職採用における女子学生 
への配慮を要請する。 

 

３．その他の事項について 
 

（１）職業観や勤労観の涵養について 
学生個 々 人の個 性や適性 に応じた 職業を 学 生自ら選 択できる 能力の育 成や学修  

意欲を高めるため、学生の職業観や勤労観を涵養することは重要であり、大学等に 
お いては教 育課程の 実 施や厚 生補導を 通 じてキ ャリア教 育やイン ターンシ ッ プを  
推進する。 
また、大学等において学生の職業観・勤労観の育成等の取組等を行う場合には、 

企業の採用活動とは切り離した形での特段の教育的配慮をもって行う。 
 

（２）「申合せ」の周知について 
各大学等は、学内の教職員はもとより、学生への周知徹底を図るとともに、企業 

等に求人依頼文書を発送する際、この「申合せ」を添付し、その趣旨の理解を図る。 
 

（３）就職・採用活動の改善に向けて 
正常な学校教育と学生の健全な学修環境を確保するため、就職問題懇談会は、大 

学等が要請する就職・採用活動の改善に向け、引き続き企業側との協議を行うこと 
とする。 


